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本杜部門の原価計算・原価管理
及び利益管理
酉　澤　　僑
1．本杜費の意義及び種類
　企業規模が拡大L，経営活動カミ複雑化するに伴い，企業経営の分権化が進み，
独算制，事業部制ないL分杜制が急速に浸透しつつある。いまその一例を示L
てみると，第1図のとおりである（西澤傭稿r戦略型独立採算制の導入と事
例」r企業会計』中央経済杜，昭和63年9月号，12頁より）』
　（1）本杜機能と本杜組織
　Lかし，分権化がいくら促進されても，一定の権眼及び機能は本杜（又は本
部）に留保されるべきである竈通産省産業合理化審議会のr事業部制による利
益管理』は，事業都制において本杜に留保すべき権限及び機能として，以下の
ものを列挙している（昭和35年，第1章7）。
①全杜的な基本方針の設定，総合的な長期経営計画及び利益計画の決定
②予算の最終的決定，予算外の個別計画の承認，1件一定金額を超えあるいは
　その性質上重要な設備投資の承認又はその決定
③事業部の本部に対する報告制度の設定（重要な決定事項及び業績）
④全杜的観点からの事業部の業績評価及び内部監査
⑤高級人事
⑥総合資金計画及び基本的資金調達（資本調達，杜廣，長期借入金等）
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　　　　　　　　第1図　独立採算制の基本類型と部門組織
⑦全杜的な組織計画
⑧会計・原価計算・予算統制・内部監査に関する手続基準の制定及び変更
⑨全杜的に調整を要する場合の価格方針
⑩中央において外部機関と交渉し処理すべき事項。例えぱ，対外契約・労働協
　約・訴訟及び税務等
⑪その他全杜的統制を要する事項及び系列事業に関する事項
⑫本杜が集中的に行うことが有効であると認められる機能には，例えぱ次のよ
　うなものがある。
　a　研究開発
　b　情報の収集及び伝達
　C　事業部内の各機能に対するコソサルティング
　以上の本杜機能を分担するため，いかなる本杜組織を設げるかは会杜によっ
て相違するが，電気主要6杜についてr有価証券報告書』より本杜組織を一部
補正して一表に要約・表示すれぱ第1表のとおりである。
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　（2）本杜費に相当する用語
　これらの各部門で消費される費用が本杜費であるが，その会計的研究は極め
て立遅れている。本杜費の実態調査を1962年に初めて実施した米国産業会議
（Nationa1Industrial　Conference　Board：NICB）は，r本杜費は，会計上の
孤児（accounting　orphans）である」と喝破Lたが（C．G．Baumes，“A11o－
cating　COrPorate　ExPenses，”1963，p．3），その本質は今日でも殆んど変わっ
ていない。
　例えぱ，本杜費の名称さえ未だ確定していない。本杜費の実態調査報告書か
ら本杜費に相当する英文名を調べてみると，次のとおりである。
①NICB報告書は，corpOrate　expenses，centra1expensesを正式用語とし
　て使用しているが，central　o冊ce　expenses，corporate　headquaters　ex－
　penses，executive　o伍ce　expenses，corporate　o｛五ice　expenses，head　of・
　ice　charges等も使用されていることを示している（Baumes，op．cit．）。
②BIM報告書は，centra1overhead　costsを統一用語とLているが，head
　○血ce　costs，headquarter　expenses，central　serv1ces　costs，centra1　ad－
　ministrativeCosts，Cent醐10YerheadCosts等の使用例も示している（工
　E　Melrose－Woodman，“Pro丘t－Centre　Accomting，”British　Institute
　of　Manageエnent，1974）。
③N＾報告書は，Corporate　Indirect　Costsを書名に使用しているが，cor－
　porate　common　costsも同義語としている（工M．Fremgen＆S，S．Lias，
　“The　Anocation　of　Co叩orate　Indirect　costs，“Nationa1Association
　of　Accountants，”1981）。
④MAP報告書は，Se岬ice　and　Administrative　CostsをMAP　Statement
　No．4Bの標題に使用している（Management　Accomt1ng　Practice
　Statement　No．4B“A11ocation　of　Service　and　Ad㎜inistrative　Costs，
　NAA，1985）。
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第1表電気主要
日本電気
企　　画　企　画　部　他
総　　務　総　務　部　飽
法　　務　法務文書部人　　事　人事第1・2部
勤　　労　勤　　労　　都
教　　育　教育訓練都他
経　　理　経理第1・2都
財　　務　財　　務　　部
関　　連　関　連　部　他
資　　材　資　　材　　都
技術管理　技術管理部他
製造管理　製造管理部他その他　日電物流セソター他
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　C＆C情報研究所
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教育開発準備室
教育システム研究室
ディスク事業推進都
ディスク事業企画管理室
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　民間企業の実態調査報告書では，以上の各用語が使用されている。他方，米
国国防省等の政府に対する納入品の契約価格の算定にあたっては，CABが適
用されているが，ここでは本杜費とLてHome0伍ce　Costsの語が便用されて
おり（Cost　Accounting　Standards　Board，“Cost　Accounting　Standards，”
Part403．1973），米国で最も権威あるrコーラーの会計辞輿』でも，本杜費と
して同じHome　O箭ceCostsを使用Lている（W．W．Cooper＆Y．Ijiri（ed．）
“Kohler’s　Dictionary　For　Accounting，”6th　Ed．，1983，p．247）。
　わが国では，本杜費のほか，本部費，本店費，事業本部費，母店費，親会杜
費等の用語も使用されることもあるが，最も一般的なのは本杜費である。
　（3）本杜費の定義と種類
　以上の各報告書は，本杜費の定義と種類を次のように規定している。
①NICB報告書は，本杜費について特別の定義は与えていないが，本杜費とし
　て次の費目の配賦実態を調査した（Baumes，0p，cit．，pp．20～28）。
　　売擦・集金費，勘定書送付費，予算統制費，データ処理費，販売及びマー
　　ケティソグ費，製造及び技術費，人事管理費，法務費，購買費，保管費，
　　支払利息，研究開発費，上級役員給料及び費用，秘書及びスタッフ費，
　　PR機能費，財務又は資金部門費，一般会計費，税務都門費
②BIM報告書は，「本杜費とは，親会杜，持株会杜又は自杜本部の費用」と
定義L，次の費目が含まれていることを明らかにした（Me1rose－Woodman，
　0p．cit1，p．11）o
　a　8割以上の会杜が含めている費目……財務費，本杜秘書費，保険費，法
　　務費，全栓計画費
　b　6～7割の会杜が含めている費目……税金，会計費，人事費
　c　4～5割の会杜が含めている費目……PR費，一般管理費，給与，データ
　　処理費，産業関係費
　d　2～3割の会杜が含めている費目……マーケティング費，統計費，コソ
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　　サルタント費，市場調査費，研究開発費，購買費
　e　その他の費目一・・0R費，情報費，販売費，作業研究費，生産計画費
③NAA報告書は，r間接費とは，個々の部門にその特定金額を直接賦課でき難
　いような方法で，杜内の2つ又は3つ以上の部門のために発生する費用であ
　る」と定義しながらも，実体として本杜聞接費（corporate　indirect　costs）
　である次の本杜費だけを対象として実態調査を実施した（Fre㎜gen＆Lias，
　op．cit．，P．89＆P．91）。
　　研究開発費，人事部費，経理部費，電算部費，製品拡売部費，本杜技術都
　　費，購入部費，広告部費，本杜役員報酬，財務部費，支払利息，法務部費，
　　税務部費
④MAP報告書は，r本杜費とは，本杜スタッフ又はその他の本杜部門が消費
　する費用で，製造・販売又はその他の現場部門で消費する費用と対比される。
　一般に本杜部門は，他の都門にサービスを提供するために存し，その管理費
　は，会杜全体のために消費される。」と定義し，次の費目を例示している
　（MAP，PaL10＆31）。
　　研究開発費，人事部費，経理部費，PR及び広告部費，購買都費，会杜役
　　員給料，財務部費，法務部費，税務部費，法人税，固定資産税
　なお，CASは，本杜を「組織内の2つ又は3つ以上のセグメソト（必ずし
も全セグメントとは限らない）を規制又は管理する責任を負う部門」と定義L，
その本杜に要する本杜費とLて，次の費目を示Lている（Part403，403．30
　＆403．40）。
　　本杜集中サービス機能費，特定活動のスタヅフ管理費，特定セグメントの
　　ライ1■管理費，本杜支払費・本杜発生費，独立研究開発費，入札・契約申
　　込書，セグメソトの特定活動別に識別できない管理費，残余本杜費
　以上要するに本杜費とは，本杜部門に要する費用のことであるから，本杜に
いかなる都門を設置するかによって本杜費の内容が相違する。例えぱ，研究所
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費も，本杜に設置された中央研究所の費用は本杜費を穣成するが，事業部や工
場に付置される現場研究部門の費用は事業部費や製造原価となるので，本杜費
には算入されない。このように実際の本杜組織は会杜によって相違するが，以
下例示を行うため，本杜都門とLて第1図のように，経理部，総務部，人事都，
杜長室，資材部，物流部，電算室，研究所，財務部，広告部，不動産部が設置
された場合を示してみよう。
　この場合の本杜における原価計算や原価管理，はては利益管理は，私見によ
れぱ第2図のように実施すべきである。
本杜費の原価計算
財務会計　　費目別原緬計算
都門別原価計算
セグメント別原価計算
本社費の原価管理
費目別予費管理
部門別予算管理
全杜管理都門
本社の利益管理
貢献利益計算
用役提供部門　　　　社内売上高
全部原価計算 現場サーヒス部門
　　　　責任原価計算
　　　　差額原価計算　　　　業務別予算管理
第2図　本杜の原価計算・原価管理及び利益管理のフロー
2、本杜費の原価計算方式
　これ童では原価計算というと工場の製造原価計算が連想されたが，今後は本
杜においても原価計算を実施し，原価管理の基礎とすべきである。本杜原価計
算（CorporateCostAccounting）は，次の3段階を経て実施される。
　（1）本杜費の費目別原価計算
　本杜費の費目別原価計算とは，一定期間におげる原価要素を費目別に分類・
測定する手続であり，財務会計における費用計算であると同時に，本杜原価計
算におげる第1次の計算段階をなLている（企業会計審議会r原価計算基準』
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昭和37年，9を準用）。
　財務会計におげる費用計算については，r財務諸表規則』第85条は，r販売費
及び一般管理費は，適当と認められる費目に分類し，当該費目を示す名称を付
した科目をもって掲記しなけれぱならない」と規定し，r財務諸表規則取扱要
領』第155は，次の費目分類を例示している。
①企業の販売及び一般管理業務に関して発生する飯売手数料，荷造費，運搬費，
　広告宣伝費，見本費，保管費，納入試験費等
②販売及び一般管理業務に従事する役員，従業員の給料，賃金，手当，賞与，
　福利厚生費等
③飯売及び一般管理部門関係の交際費，族費，交通費，通信費，光熱費及び消
　耗品費，租税公課，減価償却費，修繕費，保険料，不動産賃借料等
　なお，昭和62年2月20日のr財務諸表規則』の改正で，次の但し書が付加さ
れることとなったo
　rただし，販売費の科目又ば一般管理費の科目に一括して掲記し，その主要
　な費目及び金額を注記することを妨げない。」
　この場合には，販売費と一般管理費が区分され，一般管理費の内訳が注記さ
れることとなるo
　（2）本杜費の部門別原価計算
　本杜費の部門別原価計算とは，費目原価別計算において把握された原価要素
を，原価部門別に分類集計する手続をいい，本杜原価計算におげる第2次の計
算段階をたLている（前掲r原価計算基準』15を準用）。ここでは，原価部門
を次のように設定する。
①全杜管理都門
　　全杜の管理運営に当っている本杜都門で，例えぱ，経理都，総務都，人事
　都，杜長室等がこれに該当する。
②業務代行都門
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　　現場部門が実施すべき業務を一括代行している本杜部門で，例えぱ，資材
　都・物流都1電算室等がこれに該当する。
③現場サービス部門
　　現場部門に専門サービスを提供している本杜部門で，例えぱ，研究所，財
　務部・広告部・不動産部等がこれに該当する。
　これらの原価部門設定は本杜原価計算の申核をなすもので，セグメントヘの
本杜費配賦の可否を基準にした分類である。第ユ表に掲記した各杜の本杜部門
は，本社原価計算上は上記の3部門に区分しなげれぱならない。この部門設定
は，部門の名称だげではなく，当該部門の業務内容から行うべきことは論ずる
までもない。
　それはともかく，部門刷計算に当たっては，第3図に示したように，費目別
の販売費及び一般管理費をまず本杜費と非本杜費に大別した後，本社費を各本
杜部門との関係から個別費と共通費に区分する。ついで個別費は特定部門に直
接賦課し共通費は関係各部門に一定の基準で配賦する。
F部門別原価計算 rセクメント別原価計算
≡パ魔臥醜1摩麺∴穣勲一
壌鷹瓢藪き慧・・配賦本社費一ム
　　　　理経費　　　　　　　　　ヒス部門費特定費　　　　　責任会計と差額原価計算の時
　　　　　（注）→は賦課，　　’一■山“は酉己賦
　　　　　　　第3図　　本杜費の部門別及びセグメソト別原価計算
　ここでは，各用語を次のように定義する。
①個別費と共通費
　　特定の本杜部門のために個別に消費した費用が個別費であり，複数又は全
　都の本杜部門のために共通して消費Lた費用が共通費である。
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②配分と賦課と配賦
　　部門又はセグメントに本杜費を負担させるのが配分である。その場合，特
　定の部門又はセグメントに個別に配分するのが賦課であり，複数又は全部の
　部門又はセグメソトに一定の基準で配分するのが配賦であ乱
　NICB報告書では，配分をallocation，賦課をdirect　chargeまたはdirect
assignment，配賦をblanket　a11ocationと呼び（Bau醐es，op．cit．），BIM
報告書では，配分をabsorption，賦課をa11㏄ation，配賦をapPortionment
と称している（Melrose－Woodman，op・cit．）。またCABは，配分をall㏄a・
tion，賦課をdirect　charge，配賦をreassi馴㎜entと呼んで呼称を異にして
いる。わが国では，賦課と配賦を包括し，配分と称しているが，本杜費の場合
には賦課すべき金額は極めて小額のため，本杜費配分のことを一般に本杜費配
賦と呼称している。
　（3）本杜費のセグメント別原価計算
，本杜費のセグメツト別原価計算とは，原価要素を一定の原価計算対象に集計
し，セグメソト別の本杜費を算定する手続をいい，本杜原価計算の最終段階を
なしている。ここにセグメント（segment　of　a　bu…iness）とは，「独立Lた主
要な事業又は顧客種類を表わす企業内の活動要素のことで，工場，都門又は子
会杜はその代表である」（CoOper＆Ijiri，ρp．cit．，p．456）。
　これらのセグメソト別に本杜費を配賦すべきか否かが，本杜費酉己賦の可否問
題で，本杜原価計算の最大の課題をなしている。初めて本杜費配賦について
1962年に実態調査を実施したNICBは，調査結果を基に次の賛否両論の存す
ることを明らカ・にした（Bau正nes，op．cit．，P．6＆PP・81～84）。
①本杜費配賦必要説
　a　役員室や李杜スタッフ機能は，主として各現場部門にサービスを提供す
　　るために存在し，かつ現場部門の業務に不可欠なので，本杜費は現場部門
　　運営費の一都をなしている。
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　b　現場部門の売上総利益を報告するだけでは，特定部門の業績を会杜全体
　　の利益や他の部門の利益や同業他杜の利益と比較することが困難である。
　c　都門損益計算書に本杜費を計上Lないと，当該部長は価格決定に当たっ
　　て本杜費を見逃してLまう。
　d　官庁との契約作業を行なっている会杜では，本杜費を本杜の帳簿に記録
　　しておくよりも，現場部門の帳簿に記録しておくほうが，本杜費の一都が
　　契約原価に認められる機会が多い。
　e　米国では36の州とコロンビア地区では，州内都の財源から得た所得に法
　　人税を課しているので，本杜費を配賦すると，部門利益が減少し地方税が
　　節税される。
　f　本杜費を現場部門サこ。配賦すると，本杜部内に用心の念を起こさせるので，
　　本社活動が不必要に拡大するのを牽割することができる。
　g　本杜費を配賦すると，どうすれば特定の本社サービスを一段と有効に利
　　用できるかについて，現場部門に建設的な提案を出させることができる。
②本杜費配賦不要説
　a　本杜費は，現場部門の活動には関係なく，また現場部門の長が，建設的
　　対策を講じても増減しえないので，本杜費を利益目標に含めると，部門目
　　標が混乱し，ひいては会計制度に反発や不信が生ずる。
　b　本杜費の配賦は，現場部門に何ら役立たないのと同様に，本杜の管理に
　　も何ら役立たない。最終的な純利益概念を用いると，本杜の役員が現場部
　　門の業績を評価する妨げとなる。
　C　政府契約以外の場合には，価格の決定に本杜費配賦は不可欠ではなく，
　　大低の場合には価格は競争状態から決定されてしまう。
　d　政府契約の価格を決定する場合でも，本杜費を正式に勘定振替する必要
　　はなく，独立の本杜費配賦表を作成するだげでも足りる。
　e　現場部門の長は，本杜費に責任を負うことを拒み，総利益額で自己の営
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　　業成績を判断Lている。本杜費の配賦額は，会計担当老の便宜上の記録に
　　すぎず，利益配分や賞与計算に使用されることは殆んどない。
　f　本杜費の金額によって，高成績の年度が低成績の年度に転落Lたりその
　　逆もあるので，部門利益の比較が歪められる。
　g　本杜費を各種の勘定に分散計上すると，本杜費全体の統制が弱体となる
　　と共に，本杜費を配賦すると，現場部門の長は原価管理の意欲を失ってL
　　まう。
　このように本杜費配賦について賛否両論が戦わされる要因は，どこにある
か。第1は，会杜により本杜組織が相違するだげでたく，同じ会杜でも本杜部
門の種類によって原価特色を異にするからである。それ故，筆者は，早くから
本杜費を次のように分類し，各別に本杜費配賦の可否並びに本珪費配賦の基
準・方法及び手続を区分すべきことを提唱してきた。
①全杜管理部門費……全杜の管理運営に当らている本杜部門の費用で，例えぱ，
　経理部費，総務部費，人事部費，杜長室費等がこれに該当する。
②業務代行部門費……現場部門が実施すべき業務を一括代行している本杜都門
　の費用で，例えば，資材部費，物流部費，電算室費等がこれに該当する。
③現場サービス部門費一・・現場部門に専門サービスを提傑している本杜部門の
　費用で，例えぱ，研究所費，財務部費，広告部費，不動産部費等がこれに該
　当する。この種の本杜費はさらに，特定現場サービス部門費と共通現場サー
　ピス部門費に細分する。例えぱ，研究所費のうち，新製品研究費，改良製品
　研究費及び工程研究費は特定現場サービス都門費となるが，基礎研究費は共
　通現場サービス部門費と孜る。
　以上のう・ち，全杜管理部門費と共通現場サービス都門費は，各セグメソトの
業務とは直接麗係ないので，共通本杜費の特質を有している。これに対し，業
務代行部門費と特定現場サービス部門費は，各セグメントの業務と密接な関係
があるので，配賦本社費の特質を有している。I
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　第2に，これらの本杜費を各セグメントに配賦すべきか否か，配賦基準・方
法及び手続をどうするかは，本杜費配賦の目的によって相違する。この点につ
いて大きな貢猷をなしたのは，NAAである。NAA報告書は，1980年の実態
調査において初めて，本杜費配賦の目的を次の4つに分類し，各別に本杜費配
賦の実態を調査した（Fre㎜gen＆Liao，op．cit．P・89）。
　a　業績評価（Pel＝fon皿ance　Evaluation）
　b　原価基準の価格決定（Cost－Based　Pricing）
　c　意思決定分析（Decision　Analysis）
　d　財務報告（Financial　RePorting）
　この実態調査緒果をふまえ，MAP報告書では，原価計算の種類別に次の勧
告を行った（MAP，o映c此，Par－34～37）。
①全部原価計算（fun　COSting）目的からは，一違の配賦法に基づいて本杜費を
　配賦すべきである。この場合，企業は，この点に関するCASBの基準を考
　慮しなけれぱならない。
②責任会計（responsibility　a㏄qmting）目的からは，
　a　予定又ば標準の配賦率又は配賦額を使用することが適切な場合には1本
　　杜費配賦を行うぺきである。
　b　セグメソト・マネジャーが直接管理しうる費用を重点管理できるよう，
　　配賦本杜費と共通本杜費を区分すぺきである。
②差額原価計算（di舐erential　costing）目的からは，検討申の特定の代替案に
　関違ある未来原価だげを関連原価として配賦すべきである。
　要約すれぱ，原価基準の価格決定や財務報告目的から全都原価計算を実施す
る場合には，共通本杜費をも配賦してセグメソトの全部原価及び繭利益を算定
すべきである。これに反L，業績評価や意思決定目的から責任会計や差額原価
計算を実施する場合には，配賦本杜費の一部又は全部を配賦Lて，セグメソト
の個別原価及び貢献利益を算出すれぱ足りるものといえる。
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　なお，配賦本杜費を各セグメントに配賦する場合の配賦基準の選定規準とし
て，SMAは，次の4者を指摘している（SMA，op．ci亡，Par．27＆28）。
①便益規準（bene丘t　criter三〇n）・…・・各セグメソトは，本杜費から便益を受けて
　おり，その負担責任を分損すべきであると考えているため，第4図のような
　規準を本杜費に適用することができる。
②原因規準（CauSe　CriteriOn）……利用したセグメントが本杜費の発生原因を
　なしている場合には，第4図のような原因規準を当該本杜費に適用すること
　ができる。
③公平規準（faimess　criteriOn）・…・・公平さもよくとりあげられる規準である
　が，極めて広範な規準なので，実際に使用されることは困難である。
③費用負担能力規準（ability　to　bear　the　costs　cr趾erion）……当規準は，利
　益を基準として配賦するもので，導入初期の部門や製品種類に対して使用さ
　れる。
　なお，谷武幸助教授は，本杜費配賦の可否及び配賦法を昭和60年に実態調査
した結果を，第2表のように報告している（同著『事業都業績の測定と管理』
税務経理協会，昭和62年，第2－21表及び第2－22表を合表した）。
一く嚢鍵1111
務及び政府関係部費に使用）
榊く三幾籔婁二1二二：二
　　　　　に使用）
第4図　　本杜費配賦基準の一例
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第2泰　本杜費配賦の可否と配賦法の実態
（単位：社）
＼雄費配賦 本杜費配賦法 不 鉦 A■、、、 口
＼
杜に」直賦内算接課 直接費賦課 直接費・間 本揚 塩間接費配賦 接費配賦 ’、、、 小杜議
配 回
本杜部門＼霜憎i歪 原 由冗 原 と 回他 他 賦 答 計価 上 価 の 答 計
財　　　務 10 1 1 O 1 53 1385 2 8 17434 8216
経　　　理 9 ユ 1 O 1 53 14 89 3 8 17932 5216
法　　　務 9 1 1 0 2 52 13 85 3 8 17433 18 216
情報処理 8 1 2 1 9 47 12 87 4 7 17826 12 216
マーケティング 9 2 2 0 5 47 13 69 4 6 15729 30 2工6
広　　　報 8 O 2 O 5 51 14 80 4 8 17232 12 216
人事・労務 9 0 1 0 1 49 1些 93 3 8 17832 6216
企画・杜長室 9 O 1 0 1 53 1487 3 8 17634 6216
’生産技衡 3 1 2 0 8 44 15 73 2 6 15930 27216
3．本杜費の原価管理技法
　本杜費を管理する最も重要な技法は予算であり，その最新技法はゼロベース
予算である。
　（1）ゼロベース予算の導入
　ゼロベース予算（Zero・Base　Budgeting：ZBB）を最初に実践したのは米国
のテキサス・イソスツルメンツ杜で，1970年に適用し創業以来の不況を乗り切
った。同杜でZBBの開発に主導的役割を稟Lたのが，R　Aピアーで1973年
に主著『ゼロベース予算』（Peter　A．Pyhrr，“Zero・Base　Budgeting，”John
Wi1ey＆Sons．）を出版し㍍ジミー・カーター氏は，1971年ジョージア州
知事に就任すると同時にZBBを同州こ導入し，行政経費の大幅削減を達成し
た。その成功を受げて，大統領就任直後の1978年からZBBを運邦政府に全面
実施し，世界的関心を集めた。
　わが国では，昭和53年（1978年）に拙著『ゼロベース予算一ゼロ思考の経営
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革新』（同文舘）によって紹介され，昭和55年には政府・大蔵省もZBBを導入
するに至った。韓国でも，1984年度予算からZBBを適用L出した。神戸大学
助教授の加登豊氏が，米国については1984年（昭和59年）に，わが国につい
ては昭和60年（1985年）に主要会杜を実態調査した結果，ゼロベース予算の採
用状況が第3表のようであることが判明した（加登豊稿「わが国企業における
管理会計実務（2）」『産業経理』昭和62年4月号，122頁）。これから，ZBBは，
目米とも販売費・一般管理費や開発費・試験研究費に広く活用されていること
が知られる。
第3表ゼロベース予算の採用状況
日　本 米　　国
回　答　企　業　数 167杜 103杜
採　用　企　業　数 42杜 32杜（採　　用　　率） （25．1％） （31．1％）
製造間接費 17杜 16杜（40．5劣） （50．0％）
璃販売費・一般管理費 27杜 23杜
（64．3％） （71．9％）
費
目 開発費・試験研究費 28杜 19杜（6617杜） （59．4％）
そ　　　の　　他 4杜 5杜（9，5劣） （15．6％）
実態調査年度 1984年 1985年
　従来，本杜費には伝統的予算として増分予算（incremental　budget）が適用
されるにすぎなかったので，ZBBの導入によって初めて本杜費管理の水準を
向上させることができる。かかるZBBを定義すれぱ，次のとおりである（拙
著rゼロベース予算＜三訂版〉』同文舘，昭和60年，39頁）。
　r民間企業のZBBは，企業の間接部門において，現場のマネジャーが，ゼ
　ロから出発してデシジョン・バッケージを作成し，管理老は新旧バッケージ
　を同一の基準で評価L，その結果に基づいて経営資源を割当てるプログラム
　予算の一方式であって，費用効果分析による直接的な原価の削滅と経営思想
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　の発想の転換をはかる計数管理の新用具である。」
　（2）伝統的予算とZBBの相違点
　このZBBは，伝統的増分予算といかなる点が棉違するであろうか。ZBBの
開発者ピアーは，最近稿において次のように論じている（P．A．Pyhrr，“Zero－
BaseBudget㎞g，”〈chapter23in　H．W．Al1enSweeny＆R．Rachlin（ed．），
“Handbook　of　Budgedng，”1981，PP，661～663）o
　伝統的予算とZBBの予算編成段階を図示してみると，第5図のとおりであ
る。ここでは，長期計画の設定から着手するが・業務計画の初顛段階では・販
　予算編欧段階　　　伝統的予算　　　　ゼロベース予算
　　　　　　　　　｛金額志向〕　　1　（経営志向）
　（3－5年計画）　　　　　　　　　　　　　■
2　業務計圃（年間　　　　　　　　　　　　　　；　■現行活動及ぴ代　　　　　　　　■現行活動費の見横　　r一　計画〕設定　　　　　　　　　　　　　　　　1　　替案の評価
　　　　　　　。一・織動費の見穣修1．．襲灘簑
　　　　　　　1　　　　　　　　　正1　　緬
　　　　　　倒　　　　　　　　　　1　　　　　　　1一一“■綱　目　予　算　　F一　■優先順位の決定　　　　　　正；　　　　　　　　　　1
3預案の評領とL一．鯛／効果の検妻寸　トー．計函の検討
　検闘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　；　　．トレードオ7の　　　　　　　　　　　　　　　　一・　　決憲
4　最終予算の決定　　　■予算の決定　　　　　■予算及ぴ桑務計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　函の決定
　　　　　　　　　　　　　■細　目
第5図　伝統的予算とゼロベース予算
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売予測に基づいて，直接労務費，材料費及び間接費を標準原価計算手続により
算出する。この点までは，伝統的予算もZBBも同一である。
　次いで，伝統的予算では，現場のマネジャー（又は財務スタッフ）は，現行
活動をそのまま継統するのに要する費用を見積るのが通例である。このため，
通常は抜本的な検討は行わず王次年の計画業務に対しても一定額の費用を見積
ってしまい，その後，次年に実施する新規活動の費用を積算するにすぎない。
これに対し次年に全社の予算を削滅しなけれぱならない場合には，この手続を
変更し，マネジャーに予算を一定率切り詰めることが強制されることもある。
また，新規活動に対するマネジャーの予算要求額を，現行活動の継続に要する
見積費用額に合算Lてしまう会杜も多い。次いでマネジャーは，予算要求した
費用総額を集計L，細目予算を上層管理者に提出する。この細目予算は，その
後最高管理者に報告される。
　次いで最高管理考は，細目予算を評価し，会杜の目的や目標に一致している
ことを確認する。予算要求額が支出許容額を超える場合に予算が否決されると，
予算は当該予算部門に差し戻される。そして前記と同じ予算編成過程が繰返さ
れ，修正細目予算が編成されるのが一般である。しかし細目予算の評価は，け
っして容易な仕事ではない。マネジャーは，所定の目標を達成するのに適した
対策を計画し予算計上したか否かが決定できない場合が多い。その繕果マネジ
ャーは，細目予算を目標金額と比較検討するだげで，代替案や費用削減案やそ
の緒果まで明示できないのが一般である。
　ところがZBBでは，現行活動や代替案を評価すると同時に新規プログラム
も識別し検討する。次いで現場のマネジャーは，それらの優先煩位を決定する
ので，費用の支出と現場二一ズとのトレードオフを明らかにすることができ
る。現行活動より新規活動の方に高い優先順位を与えることも許されるので，
現行の支出水準内で新規プログラムに費用を流用することもできる。他方，最
高管理者は，デシジョソ・パヅケージと順位分析に基づいて，最終的な評価と
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費用配分を決定する。
　最高管理者は，金額の多寡ではなく優先順位に基づいて評価を行うので，
ZBBを使用すると，予算と業務計画を比較検討しうるようになる。その結果，
トレードオフを識別したり，代替的な支出水準が齋らす影響を明示したり，次
予算年度の新しい予算配分案を作成したりしうるようになる。
　（3）ゼロベース予算の実施手続
　ZBBは，費目別予算の編成手続というより，むしろプロジェクト別計画の
設定手続と称する方が適正であり，より厳密にはゼロ思考による経営革新とい
う本質を有Lている（拙著の前掲rゼロベース予算』の副題を，rゼロ思考の
経営革新」と銘打ったのは，このためである）。この本質からも知られるよう
にZBBの実施手続は，実施機関や適用部門等によって犬幅に相違する。が，
ピアーは1970年以来の研究を集犬成し次の4つの墓本段階のもとに，大要以
下の一般手続を披灌Lている（Pyhrr，op．cit．，pp．647～661）。
　a　デシジョン・ユニヅト（decision　mit：DU）を識別する。
　b　各デシジョン・ユニット毎にデシジョソ・パッヶ一ジ（decisionpackage：
　　DP）を作成する。
　c　すべてのDPを評価u贋位付げして，予算要求額と損益計算書を作成す
　　る。
　d　予算計上が認められたDPに基づいて，細目業務予算を編成する。
　（1）デシジョン・ユニヅトの定義
　DPを作成するためのr有用な組織単位」がDPであり，会計上の原価中心
点（costcenter：CC）がこれにあたる。LかL，CCのマネジャーによっては，
同じCCの中でさらに異なった機能や活動を別個に識別することを希望するこ
ともある。例えぱ，経理部という単一のCCを，一般会計，財務分析，原価計
算，売掛集金に分割するのがこれである。またDUとして，プロジェクト（研
究開発や経営清報システムの場合），授受サービス（情報処理費を利用部門に
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課する場合），支出目的（広告費を製品別や市場別に支出する場合），投下ブロ
ジェクトが使用されることもある。
　（2）デシジョ：■’パッケージの作成
　DP（個別業務計画表）は，管理老が検閲したり意思決定できるようDUの
内容を記述した一覧表に外ならない。このようなDP表には，次の事項が記載
される。
　a　目的又は目標，b　業務の内容，c　費用と便益，d　業務と成果の測
　定尺度，e　目標達成の代替案，f　各種のサービス水準（leve1of　e血ort）
　DP作成の中心は，次の2種類の有用な代替案を作成することである。
①目標達成又は業務実施の代替的方法……マネジャーは，すべての有用な代
　替案を識別し評価すべきである。現行業務の実施法に代る代替案（代替パッ
　ケージ）を選出する場合には，推薦した代替案（推薦パヅケージ）をDPに
　記載すると共に，現行の実施法を推薦しなかった理由も付記する。
②業務を実施するための各種のサービス水準・一・かくして当該業務を実施する
　ための最善案を，評価した各種の代替案の中から選出したたらぱ・マネジャ
　ーは，当該業務を実施するための代替的サービス水準と費用配分法を識別し
　なけれぱならない。この場合マネジャーは，現行のサービス水準以下に最低
　のサーピス水準（基準バッケージ）を設定した後，別のDPとして増分水準
　又は増分額を識別する。この増分水準は，最低水準以上のもので，当該業務
　を現行水準まで引上げるもの（増分パッケージ①）と，現行水準を上回るも
　の（増分パッケージ②）から構成される。
　前述のようにDPは，DUの増分サービス水準を一表にとりまとめたもので，
例えぱ第6図に示したように，DU毎に複数のDPが作成される。マネジャー
は，各サーピス水準の評価にあたって，増分支出からえられる増分便益を評価
する。例えぱ，同図の増分バッケージ①の場合には，費用を20％追加する際
に得られる便益の増加内容を評価L，その結果に基づいて順位付けを行う。こ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　391
5S 早稲田商学第331・332含併号
増分パソケージ②
80％
20％
15％
20％
80％　　　　80％
（溜の：忌；蔵鮎鎗鐵）
増分パッケージ①
（灘の：急；岩瓢瑞努キ20％）
基準バソケージ
（“3の1”と呼称，例えぱ80％）
0％
　　　　　（注）各バヅケージは，ゼロから出発Lて，漸次，前段階に増分額を加算してゆ㍍
　　　　　　　　第6図　各DUのサーピス水準（DP）の図示
のように，塞準パッケージのほか，増分パッケージを作成し，それらを独立の
DPとする。
　最高管理者は，各DUから提出された全DPを評価し，採否の意思決定を行
う。その結果，次の結論が下される。
①業務の廃止（eli㎜ination）・一・いかなるDPも採用されない場合には，その
　業務は廃止する。
②サービス水準の引下げ（reduced　level）……基準パッケージしか採用されな
　い場合には，その費用水準までサービス水準が引下げられる。
③現行サービス水準の維持（current1eYel）……基準パッケージと，増分パッ
　ケージ①（基準パッヶ一ジから現行水準まで業務を引上げるためのDP）が
　採用される場合には，現行のサービス水準が維持される。
④サーピス水準の引上げ（increased1evels）……基準パッケージと増分パッケ
　ージ①のほか，増分パッケージ②が採用される場合には，費用水準とその成
　果の引上げが図られる。
　（1）デシジョソ・パッケージの順位付け
　順位ずげ過程において，管理者は，どんな目標を達成すべきか，それにいく
ら支出すべぎかを答えながら，隈られた経営資源の配分を行㌔このため，管
理者は，提案されたDPを入手し，第7図に示したように会杜に対する便益が
低下する煩序にDPを積み重ねてゆく（順位付げ）。すなわちA機能の担当マ
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ネジャーは，A機能について1位はA1（基準パッケージ），2位はA2（増分
パッヶ一ジ①），3位はA3（増分パッケージ②）と順位付げを行う。
　次いで，A～Dの全機能を担1当している管理者は，提案された12の全パッケ
ージを，右横のように1位から12位までの順位を決定する。いま1位から9位
までのDPの金額累計で次年予算の隈度額に達する時は，A1～B3の9DPは
採用されるが，A3～B4の3DPは却下されることになる。
全機能
B412位
次年予算
D3
A3
11－／下
・・9／
B2　8
C2　7
D2　6
A機能
B機能
1B4＝4位 D機能
増がツ／・・一・位1・…機能・・
ケージ名／・・1…　1・…位・・
篶小1・1・・・・・・…
　　　　　採D，51
C1　4
3位　　　A2　3
2　　⇒　I…1　2
A1　1
第フ図　順位付け過程
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　（4）損益計算書の作成
　かくLて業務活動，戦略的長期開発プログラム及び投資（現金及び減価償却
費）の別こ煩位一覧表が提出されると，最高管理考は間接部門予算内で三者間
のトレードオフを行い，DPの最終決定を下す。次いで，売上高より直接部門
費（直接労務費，直接材料費及び固定間接費）を控除した差益から，上記の問
接部門費を差引くと全杜利益が算出される。
　（5）細目予算の編成
　最終承認をえたDPは，各マネジャーに返却され，これに基づいて細目予算
を編成する。このため，マネジャーは，月別にかつ費目別に予算を見積り，後
目コンピュータにより月次報告が行われることとなる。
4．本杜部門の利益管理構想
　（1）社内会杜制の意義と特色
　たとえ本杜費に対し原価計算制度を確立したり，ゼロベース予算によって本
杜費管理を実施しても，まだ不十分である。本杜にも利益管理を実施し，本杜
部門を利益中心点（prO丘t　center）とすべきである。このため，杜内会杜制の
導入を提案したい。ここに本杜の杜内会杜制とは，r本杜の業務代行部門及び
現場サービス部門を，杜内振替価格の利用によって独立採算的な管理単位とL，
利益管理を実施する分権管理の一方式である」と定義することができる。これ
から，次の特色が指摘できる。
①全杜管理部門以外の本杜都門に適用される。
　　第1図の場合，経理部，総務部，人事部，社長室等の会杜管理部門は，全
　杜の管理運営に当っており，特定のセグメントとは直接関係がたい。Lかし
　資材部，物流都，電算室等の業務代行部門や，研究所，財務部，広告部，不
　動産部等の現場サーピス部門は，特定セグメントの業務と密接な関係がある
　ので，利益中心点として利益管理を適用することができる。
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②杜内振替価格によって，杜内振替収益又は費用を計上する。
　　杜内会杜制においては，杜内振替価格制度を導入し，財貨又はサービスの
　提供都門には杜内振替収益を計上すると共に，その受入都門には杜内振替費
　用を計上する。これらの杜内振替価格の名称や内容は，対象とする部門によ
　って相違するが，第1図の場合について例示してみると，第4表の②及び③
　のとおりである。
　　　　　　　　　第4表　本杜部門の杜内振替価格と社内会杜
①雄部門　〕②縫馨膿杜1③議馨鵯杜 ④杜内会杜の愛称
本杜の業
資材都　！杜内資材売上高　，杜内資材仕入商 杜内専門商杜
務代行部 物流部 受取社内運賃　　」支払杜内運賃受敢社内電算料1支払杜欄算料 杜内運輸会杜門 電算室 杜内清報処理会杜
研究所 受取社内特許料 支払杜内特許料 杜内シンクタソク本杜の現
場サービ 財務部 受敢社内金利 支払杜内金利 社内銀行
ス部門 広告部 受取杜内広告料 支払杜内広告料 杜内広告代理店
不動産部 受敢社内家賃 ■ 支払杜内家賃 杜内不動産会杜
③本杜の各部門を独立採算的な管理単位とし利益管理を行う。
　　杜外費用のほか，杜内振替価格制度によって，杜内振替収益及び杜内振替
　費用を計上すると，各部門を収益か費用の何れか一方だげでなく，利益の形
　で評価できるようになるむかくして当該都門を独立採算的な管理単位とする
　ことができる。このような独算単位を利益中心点と称する。かくして，当該
　部門を杜内会杜とLて利益管理を行うことができる。この場合には，第4表
　④のように，各部門を愛称で呼び，杜内会杜の意識向上を図るのも一法であ
　る。
　（2）貢献利益にょる本杜都門の管理
　杜内会杜制を導入する場合には，以下の要領で本杜部門の利益管理が実施さ
れる。
　①杜内振替価格による蚊益の計上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　395
　62　　　　　　　　　　早稲田商学第331・332合併号
　杜内会杜の利益管理におげる最大の課題は，杜内振替価格の設定にある。谷
武幸助教授の調査によれば，代表的事業都・部門聞の振替価格設定の実態は・
第5表のとおりである（同著r事業部業績管理会計の基礎』昭和58年・国元書
房，表7－13を一部修正）。
　　　　　　　　　　　第5表杜内振替価格設定の実態
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位1杜）
設定基準 設定方法 小計 合計
標準変動費法 2
原価基準 標準全部原価法 18 43
実際全部原価法 23
売上利益率加算法 22
原価加算
禾四益基準 資本利益率加算法 2 29
その他法 5
市価法 13
市価基準 市価値引法 29 52
交渉価格法 10
合　　　計 124
　本杜部門を利益中心点とする場合には，原価基準では不十分であり，原価加
算利益基準か市価基準による必要がある。原価加算利益基準（cost　plus　proit
method）では，基礎となる原価は実際原価より標準原価がよく，加算する利
益は一定率より一定額がよい。実際原価加算一定利益率法を使用すると，原価
を浪費するほど利益額が増大L，放漫経営が招来されてしまう。これに対し
標準原価加算一定利益率法を使用すると，常に一定金額で杜内振替が行われる
ので，鍵供部門と受入部門の業績が明確に区分できるようになる。
　他方，市価基準としては，純粋市価法より市価値引法の方が秀れている。す
なわち，杜内会杜においては，杜外会杜と違って支出不要な費用（例えぱ，広
告宣伝費，販売健進費，集金費，貸倒損失等）が相当額存するので，これらを
控除しないと杜内振替価格が高すぎてしまう。それ故，市価からこれらの支出
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不要額を控除して杜内振替価格を算出する市価値引法が推賞される。
②多段階の利益業績の評価ツステム
　以上の杜内振替価格によって杜内会杜に，杜内売上高と杜内仕入高が計上さ
れれぽ，これに基づいて第8図のような多段階利益業績評価システムを運用す
ることが望まれる。つまり，杜外売上高が存する時は，これに杜内売上高を加
算して売上高を算定する。本杜部門においては杜外売上高が計上されることは
例外的にしか生じたいが，それでも物流部が免許を有し杜外からも輸送・保管
の委託を受ける時や・研究所が関連会杜から委託研究を依頼される時は，社外
売上高が発生する。
　　　　　　　　第8図　杜内会杜の多段階利益業績評価ツステム
　他方，杜内仕入高のほか支払変動費も発生するから，これらの仕入高を売上
高から控除すると，隈界利益がえられ，監督者の現場業績が評価できる。これ
から管理可能費を差引くと管理可能利益が明らかとなり，管翠者の管理業績が
評価できる。ここに管理可能費とば，管理可能固定費のことで，具体的には，
人件費と政策費と運営費の3穫があるが，管理方式はその何れかによって相違
する。
　この管理可能利益から専有設傭費を控除すると貢献利益が入手でき，これか
ら杜内会杜の最終業績が判明する。ここに専有設備費とは，管理不能個別固定
費のことで，当該杜内会杜が専有している土地・建物の物件費（滅価償却費，
固定資産税，保険料等）のことをいう。管理不能共通固定費である共通本杜費
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を各杜内会杜に窓意的に配賦L，杜内会杜の盗意的な純利益を計算Lても，管
理のためには役立たない。必要とあれぱ，各杜内会杜の貢献利益の合計額から，
共通本社費を一括控除Lて全杜純利益を算出L，この多寡で会杜全体の利益業
績を評価すれぱ良い。このように純利益法（net　prOit　apprOach）から貢献利
益法（contribution　margin　apProach）に利益概念を転換することが有用であ
る。
③部門毎の杜内会杜制の運用と成果
　以上の杜内会杜制は，各部門別には以下の要領で実施すると，以下の成果が
期待できる（拙稿，前掲論文，19～20頁より）。
a　資材部の場合
　工場を初め杜内各部門に原材料，消耗品，用品等の資材を払出すつど，杜内
資材売上高を計上する。この場合，実際原価加算利益法ではなく標準原価加算
利益法で振替えると，資材部が利益中心点となるので，杜内専門商社として利
益業績を評価する道が開かれる。
b　物流都の場合
　資材の輸送・保管を行うつど，市価値引法によって，物流部には受取杜内運
賃・料金を計上する傍ら，受入部門には支払杜内運賃・料金を計上する。この
揚合には，物流都は利益中心点となり，杜内運輸会杜として利益業績が評価で
きるようになる。他方，受入部門に運賃・料金が負担させられるので，運賃・
料金削減の動機づげが強いられる。さらに受入部門に忌避宣言権（right　Of
nul1i丘cation）を与え，物流部と杜外業者の何れかに委託する自由を認めると，
物流部に競争原理を導入L，市価までの原価削減が強要されるに至る。
C　電算室の場合
　アウトプット帳票を提供するつど，標準原価加算利益法によって，電算室に
受取杜内電算料を計上する。かくLて電算室は，利益中心点となり，杜内情報
処理会杜として利益業績を評価Lうるようになる。他方，受入都門に支払杜内
398
　　　　　　　　本杜部門の原価計算・原価管理及ぴ利益管理　　　　　　　65
電算料を計上すると，電算処理の原価意識が高まり，不要な電算処理を依頼し
なくなる。その結果，電算室の処理量が減少L，電算室の原価低滅が実現す
る。
d　研究所の場合
　研究所が開発した特許を使用するつど，研究所に受取杜内特許料を計上する
と，研究所も利益中心点となり，杜内シンクタンクとして利益業績が評価でき
るようになる。他方，工場に支払杜内特許料を計上すると，工場は杜外特許と
同様に杜内特許にもロイヤルティが支払われ，両者の比較管理が可能となる。
e　財務都の場合
　財務部は，各部署に資金を融資するつど一定の杜内金利を徴収するだげでな
く，各部署から資金の預託を受けるつど一定の杜内金利を支払う。かくLて財
務部も利益中心点となり，杜内銀行とLて利益管理が実施される。この場合に
は，r資本コストによる杜内金利制度」を導入し，資本コストの形で計算した
社内金利レートを授受することが望まLい。
f　広告部の場合
　広告部は，支店や本杜等から広告の依頼を受げるつど杜内広告料を徴収する
と，利益中心点となり杜内広告代理店として機能するようにな乱そのため，
広告費予算を支店等に保有させると，広告部は支店等のユーザーの意向に沿っ
て広告するようになる。かくして広告部のマンネリ化が打破でき，ユーザー志
向の広告宣伝が実施できるようになる。
g　不動産都の場合
　杜内の土地・建物はすべて不動産部に所属させ，減価償却費や固定資産税の
所要費用は不動産部の負担とする。他方各部署は，不動産部から土地・建物を
賃借しているものとみなし，所定の地代・家賃を不動産部に支払う。かくして
不動産部には，受取杜内地代・家賃が計上されるため，利益中心点となり，杜
内不動産会杜として利益管理することができる。このような杜内会杜制をとる
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以外には，不動産部を活性化させる遣はない。
　他方，各部門は，所定の地代・家賃表に基づき，専用面積に応じて支払杜内
地代・家賃を負担する。かくして，各部門は不動産費用を平等に負担でき，公
平な評価を受けることができる。このような杜内不動産会杜制を採用しないと，
各部署は，同一面積の土地・建物を使用している場合でも，土地・建物の取得
年度，敢得価額，減価償却法，経過年数等により，減価償却費，固定資産税，
金利等の負担カミ不平等となり，公平な独立採算制を実施することができない。
　以上のように杜内会杜制を導入し，本杜部門を“会杜の中の会杜”として利
益管理を実施すると，本杜部門を活性化L，部門長の利益意識を昂揚させるこ
とができる。
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